
※2018年10月22日より「中小型成長株ファンド －ネクストジャパン－（愛称：jnext） 」は「ＳＢＩ中小型成長株ファンド ジェイネクスト（愛称：jnext） 」へ名称変更しています。

※基準価額は信託報酬控除後の値です。
※前週比は応答日が祝日等の場合には、前営業日のものとの比較を記載しています。

ファンド設定日：2005年2月1日

※基準価額及び税引前分配金再投資基準価額は、信託報酬控除後の値です。
※税引前分配金再投資基準価額は、税引前分配金を再投資したものとして算出しています。

※期間収益率は税引前分配金を再投資したものとして算出した税引前分配金再投資基準価額により計算しています。
※応答日が祝日等の場合には、前営業日からの収益率を記載しています。

※収益分配金は1口当たりの金額です。

※後述の「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。

第13期 第14期
設定来累計

決算日

収益分配金（税引前）推移

決算期 第10期 第11期 第12期

１年 ３年 ５年
204.5％ 3.1％ 5.8％ -6.4％ -12.3％ -4.8％ 92.9％

設定来 １週間 １カ月 ３カ月 ６カ月
174.1％

分配金 0円 0円 0円 0円 0円 50円

2015/1/22 2016/1/22 2017/1/23 2018/1/22 2019/1/22

現金等 504 2.9％
※本ファンドは、中小型成長株・マザーファンド
   を通じて実質的に株式に投資しています。
※現金等には未収・未払項目などが含まれるため、
   マイナスとなる場合があります。

期間収益率

マザーファンド
金額 比率

国内株式 16,780 97.1％

マザーファンド 7,523 99.5％

現金等 37 0.5％

基準価額等の推移 資産構成（単位：百万円）

本ファンド
金額 比率

中小型成長株ファンド　-ネクストジャパン-（愛称：jnext）※は、トムソン・ロイター リッパー・ファン
ド・アワード・ジャパン2018　投資信託部門 株式型　日本株　中小型株　評価期間３年において最優
秀ファンド賞を獲得いたしました。

基準価額 30,344円 ＋899円
運用実績

7,560百万円純資産総額前週比

追加型投信／国内／株式

ＳＢＩ中小型成長株ファンド　ジェイネクスト 週次レポート
販売用資料

愛称：jnext 2019年02月15日基準
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※組入比率はいずれもマザーファンドの純資産総額比です。四捨五入の関係で合計が100％にならない場合があります。
※本ファンドはファミリーファンド方式で運用を行っているため、マザーファンドの運用状況を表示しています。

※後述の「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。

2.5％

組入銘柄数 57銘柄

10 2127 日本Ｍ＆Ａセンター　　　　　　　　　　　 東証1部 サービス業

2.5％

8 6145 日特エンジニアリング　　　　　　　　　　 ｼﾞｬｽﾀﾞｯｸ(ｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ) 機械 2.6％

9 7874 レック　　　　　　　　　　　　　　　　　 東証1部 化学

2.6％

6 2412 ベネフィット・ワン　　　　　　　　　　　 東証1部 サービス業 2.6％

7 2222 寿スピリッツ　　　　　　　　　　　　　　 東証1部 食料品

2.6％

4 3665 エニグモ　　　　　　　　　　　　　　　　 マザーズ 情報・通信業 2.7％

5 9830 トラスコ中山　　　　　　　　　　　　　　 東証1部 卸売業

3.0％

2 6920 レーザーテック　　　　　　　　　　　　　 東証1部 電気機器 3.2％

3 7747 朝日インテック　　　　　　　　　　　　　 東証1部 精密機器

3.2％

マザーファンドの状況

市場別組入比率 業種別組入比率

組入上位10銘柄
証券コード 銘柄名 市場区分 業種 比率

1 6055 ジャパンマテリアル　　　　　　　　　　　 東証1部 サービス業

追加型投信／国内／株式

ＳＢＩ中小型成長株ファンド　ジェイネクスト 週次レポート
販売用資料

愛称：jnext 2019年02月15日基準
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※本ファンドのマザーファンドに助言しているエンジェルジャパン・アセットマネジメントからのコメントです。
※ご紹介する企業はファンドのコンセプトをご理解いただくためのものであり、個別企業の推奨をする目的ではありません。

※後述の「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。

　
　今週は、モノづくり現場を支える“プロツール”（工具やスプレーなど現場作業者が必要な消耗品等）を提供している「トラスコ中山」を
ご紹介します。国内外から商品を仕入れ、販売店を通じてユーザーに届けるいわゆる問屋としての役割ですが、「問屋を極める、究める」
ことを経営の指針としており、圧倒的な利便性で支持を集めています。

　同社の第一の強みは圧倒的な品ぞろえにあります。約186万点の取扱品目数を国内外2,477社のメーカーから仕入れており、
2018年12月期も取引先は138社増加しています。現場で必要な商材をユーザーの声や自らの目利き力で年々増やしています。ま
た、価格や品質に優れた自社企画商品も年間約5,000品目投入し、品ぞろえを拡充しています。第二の強みは物流体制にあります。
取扱品のうち、約37.5万点は在庫として物流センターに保管し、注文を受けた当日・翌日には販売店に届けています。国内に物流セ
ンターを22カ所構え、2018年も埼玉に大型物流センターをオープンさせるなど年々拡充し、在庫点数も増やしています。そこでは、天井
までの空間を利用した立体自動倉庫で収納効率を高め、荷物を指定された場所まで運ぶ無人搬送機や商品のサイズに合わせて梱包
する機械など、最新鋭の機器が導入されています。さらに全国にある支店網や保管拠点と連携することで迅速な配送を実現していま
す。

　同社の扱う資材は、現場で切らせてしまうと作業に支障がでる重要なモノであるため、こうした体制を構築することで“トラスコ中山であ
れば必要な商品をすぐに届けてくれる”という信頼感を得て、継続的な注文につなげています。また、昨今では同社の売上の1割以上が
EC（電子商取引）事業者向けで、そうした事業者からも品ぞろえを拡充して販売店としての魅力を引き上げる上で高く評価されてい
ます。自らの強みに磨きをかけながら、時代に即した展開を強化していくことで継続的な成長を目指しています。

ＳＢＩ中小型成長株ファンド　ジェイネクスト 週次レポート
販売用資料

愛称：jnext 2019年02月15日基準
追加型投信／国内／株式

投資助言会社からのコメント

活動メモ

組入銘柄のご紹介：～トラスコ中山（9830）～

　
　日本の株式市場は、昨年末にかけて大きく調整しましたが、その後は戻り基調にあります。米中の経済摩擦激化、米国大手スマート
フォンメーカーの販売失速、半導体業界の調整局面入りなどの悪材料が重なり、極度に「懸念」が強まったところから、企業の実体を冷
静に見極める局面に移りつつあるようです。実際、3月期決算企業の第3四半期（10～12月期）決算がほぼ出そろいましたが、市場
予想や会社計画を上回る好決算となった企業の株価は大きく上昇するケースが見受けられます。しかもこの傾向は第1四半期、第2四
半期の決算発表時と比較して増加しており、市場が通常の動きに戻ってきていることを感じています。

　企業業績全体を見渡すと、自社努力で成長を続ける企業がある一方で下方修正を発表する企業もあり、全体としてはやや下振れし
ている状況です。目立つところでは、電子部品や半導体関連の業績が下振れしていますが、昨年後半の市場環境の変化が遅れて反
映されてきているためです。その中でも好調な企業も見受けられ、企業間で差が現れてきています。今後に向けて、自動車の電子化や
次世代通信規格の5G向け製品など、既にかじを切っている企業も多く、競争力が高く中長期的な成長が見込まれる企業に対しては、
むしろ投資の好機となりそうです。また、インバウンド向けの販売が停滞していることで、業績が下振れしているケースも見受けられます。
今後を見るうえでは「自然災害の影響が一巡することで再度伸びてくるのか」「中国人向けの販売ルートを中国国内ネット通販などで強
化できるのか」といった戦略が重要になり、個別企業ごとに判断していく必要があります。

　昨年は、年間で1,036件の個別直接面談調査を実施しました。経営者の方々への個別直接面談調査を通して、自らの強みに磨き
をかけながら経営環境の変化に対応して、中長期に成長を遂げていくような企業を積極的に厳選してまいります。
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※詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）をご確認ください。

主な変動要因

価格変動リスク

流動性リスク

一般に、株式の価格は個々の企業の活動や業績、国内外の経済・政治情勢、市場環境・需給等を反映して変動しま
す。本ファンドは株式の価格が変動した場合、基準価額は影響を受け損失を被ることがあります。

委託会社では、ファンドのパフォーマンスの分析及び運用リスクの管理をリスク管理関連の各種委員会を設けて行っています。

※基準価額の変動要因は上記に限定されるものではありません。　詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）をご確認ください。

その他の留意点
・ 本ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。
・ 収益分配金の水準は、必ずしも計算期間における本ファンドの収益の水準を示すものではありません。
・ 収益分配は、計算期間に生じた収益を超えて行われる場合があります。
・ 投資者の購入価額によっては、収益分配金の一部または全部が、実質的な元本の一部払戻しに相当する場合があります。
・ 収益分配金の支払いは、信託財産から行われます。したがって純資産総額の減少、基準価額の下落要因となります。

リスクの管理体制

信用リスク

株式を売却あるいは取得しようとする際に、十分な流動性の下での取引を行えず、市場実勢から期待される価格で売買
できない可能性があります。この場合、基準価額は影響を受け、損失を被ることがあります。

投資した企業や取引先等の経営・財務状況が悪化するまたは悪化が予想される場合等により、株式の価格が下落した
場合には基準価額は影響を受け損失を被ることがあります。

追加型投信／国内／株式

ＳＢＩ中小型成長株ファンド　ジェイネクスト 週次レポート
販売用資料

愛称：jnext

投資リスク

基準価額の変動要因
本ファンドは、マザーファンドを通じて主に国内株式に投資を行います。株式等値動きのある証券を投資対象としているため、
基準価額は変動します。特に投資する中小型株式等の価格変動は、株式市場全体の平均に比べて大きくなる傾向があり、
基準価額にも大きな影響を与える場合があります。したがって、投資者の皆様の投資元本は保証されているものではなく、基
準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割込むことがあります。
信託財産に生じた利益及び損失は、全て投資者に帰属します。また、投資信託は預貯金と異なります。

ファンドの目的・特色

ファンドの目的

本ファンドは、中小型成長株・マザーファンド（以下、「マザーファンド」といいます。）受益証券への投資を通じて、主にわが国の金融商
品取引市場に上場する中小型株式に投資し、信託財産の中長期的な成長をめざして積極的な運用を行います。

ファンドの特色
●マザーファンド受益証券への投資を通じて、現時点では何らかの理由（課題・困難）により割安な株価ではあるものの、将来への成長機会を
　 持つ（＝企業家精神溢れる）、革新的な高成長が期待される企業の株式に厳選投資します。
●エンジェルジャパン・アセットマネジメント株式会社より投資に関する助言を受けて運用します。
●本ファンドの運用は、ファミリーファンド方式で行い、マザーファンドを通じて実質的に日本の株式に投資を行います。
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※詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）をご確認ください。

○本資料は、ＳＢＩアセットマネジメント株式会社が信頼できると判断したデータに基づき作成されておりますが、
　 その正確性、完全性について保証するものではありません。また、将来予告なく変更されることがあります。
○本資料中のグラフ、数値等は過去のものであり、将来の傾向、数値等を予測するものではありません。
○投資信託は値動きのある証券に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本保証はありません。
○投資信託の運用による損益はすべて受益者の皆様に帰属します。
○お申込みの際には必ず投資信託説明書（交付目論見書）の内容をご確認の上、お客様自身でご判断ください。

本資料のご留意点

信託期間

繰上償還

決算日

収益分配

課税関係
課税上は株式投資信託として取扱われます。
公募株式投資信託は税法上、少額投資非課税制度及び未成年者少額投資非課税制度の適用対象です。
配当控除の適用が可能です。益金不算入制度の適用はありません。
※税制が改正された場合には、変更となる場合があります。

年1回決算を行い、収益分配方針に基づいて分配を行います。

追加型投信／国内／株式

お申込みメモ

購入単位

購入価額

購入代金

1口以上1口単位として販売会社が定める単位とします。詳細は販売会社までお問い合わせください。

購入申込受付日の基準価額となります。

原則として、購入申込受付日から起算して5営業日目までに販売会社にお支払いください。

ＳＢＩ中小型成長株ファンド　ジェイネクスト 週次レポート
販売用資料

愛称：jnext

換金単位

金融商品取引所における取引の停止、その他やむを得ない事情等があるときは、購入・換金のお申込みの受付を中止
すること、及び既に受付けた購入・換金のお申込みの受付を取消す場合があります。

無期限（設定日：2005年2月1日）

受益権の口数が10万口を下回ることとなった場合等には繰上償還となる場合があります。

毎年1月22日（休業日の場合は翌営業日）

換金価額

換金代金

申込締切時間

換金制限
購入・換金

申込受付の中止
及び取消し

最低単位を1口単位として販売会社が定める単位とします。詳細は販売会社までお問い合わせください。

換金申込受付日の基準価額から信託財産留保額を控除した価額となります。
換金手数料はかかりません。

原則として、換金申込受付日から起算して5営業日目からお支払いいたします。

原則として、午後3時までに販売会社が受付けた分を当日のお申込み分とします。
※受付時間は販売会社によって異なることもありますのでご注意ください。

ファンドの資金管理を円滑に行うため、大口解約には制限を設ける場合があります。
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※委託会社の報酬より、投資顧問（助言）会社への報酬が支払われます。

投資者の皆様にご負担いただく手数料等の合計額については、ファンドを保有される期間等に応じて異なりますので、表示することができません。

＊2018年10月22日より「中小型成長株ファンド －ネクストジャパン－（愛称：jnext） 」は「ＳＢＩ中小型成長株ファンド ジェイネクスト（愛称：jnext） 」へ名称変更しています。

※詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）をご確認ください。

その他費用
及び手数料

ファンドの監査費用、有価証券売買時にかかる売買委託手数料、信託事務の処理等に要する諸費用等が信託財産か
ら差引かれます。これらの費用は、監査費用を除き運用状況などにより変動するものであり、事前に料率、上限額などを
示すことができません。

受託会社 年0.0648％(税抜：年0.06％)

販売会社 ※最終頁をご参照ください。　（受益権の募集・販売の取扱い、及びこれらに付随する業務を行います。）

委託会社、その他関係法人

委託会社 ＳＢＩアセットマネジメント株式会社　 （信託財産の運用指図、投資信託説明書（目論見書）及び運用報告書の作成等を行います。）
　　金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第311号　加入協会/一般社団法人投資信託協会 　一般社団法人日本投資顧問業協会

受託会社 三井住友信託銀行株式会社　 （ファンド財産の保管・管理等を行います。）

運用管理費用
（信託報酬）

ファンドの日々の純資産総額に年1.62%（税抜1.5％）を乗じて得た金額とします。運用管理費用（信託報酬）の
配分は下記の通りとします。なお、当該報酬は、毎計算期末を含む毎月22日（22日が休業日のときは翌営業日）ま
たは信託終了のときファンドから支払われます。

運用管理費用（信託報酬） 年1.62   ％(税抜：年1.5 ％)

委託会社 年1.0152％(税抜：年0.94％)

販売会社 年0.54   ％(税抜：年0.50％)

中小型成長株ファンド　-ネクストジャパン-（愛称：jnext）＊は、トムソン・ロイター リッパー・ファンド・アワード・
ジャパン2018　投資信託部門　株式型　日本株　中小型株　評価期間３年において最優秀ファンド賞
を獲得いたしました。

※トムソン・ロイター　リッパー・ファンド・アワード・ジャパン2018について

トムソン・ロイター  リッパー・ファンド・アワードの評価の基となるトムソン・ロイター  リッパー・リーダーズのファンド
に関する情報は、投資信託の売買を推奨するものではありません。トムソン・ロイター  リッパー・リーダーズが
分析しているのは過去のファンドのパフォーマンスであり、過去のパフォーマンスは将来の結果を保証するもので
はないことにご留意ください。評価結果は、リッパーが信頼できると判断した出所からのデータおよび情報に基
づいていますが、その正確性、完全性等について保証するものではありません。

追加型投信／国内／株式

ＳＢＩ中小型成長株ファンド　ジェイネクスト 週次レポート
販売用資料

愛称：jnext

ファンドの費用

投資者が直接的に負担する費用

購入時手数料

信託財産留保額

購入申込金額に3.24％（税抜：3.0％）を上限として販売会社が定める手数料率を乗じて得た金額とします。
詳細は販売会社にお問い合わせください。

換金申込受付日の基準価額に0.3％を乗じて得た額とします。

投資者が信託財産で間接的に負担する費用

内
　
　
　
訳
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■販売会社では、受益権の募集・販売の取扱い、及びこれらに付随する業務を行います。

ファンドのご購入の際は、販売会社より投資信託説明書（交付目論見書）をあらかじめ、または同時にお渡ししますので、必ず内容をご確認のうえ、ご自身でご判断ください。

三田証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第175号 ○

カブドットコム証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第61号 ○ ○

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第165号 ○ ○ ○

関東財務局長
（金商）第195号 ○ ○ ○

日産証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第131号 ○ ○

立花証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第110号 ○ ○

○

髙木証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長
（金商）第20号 ○

株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第44号 ○ ○

○

エイチ・エス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第35号 ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者

販売会社一覧

金融商品取引業者名 登録番号
加入協会

日本証券業
協会

一般社団法人
金融先物取引業

協会

一般社団法人
日本投資顧問業

協会

一般社団法人
第二種金融商品
取引業協会

ＳＢＩ中小型成長株ファンド　ジェイネクスト 週次レポート
販売用資料

愛称：jnext
追加型投信／国内／株式
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